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1.デジタルが変える消費生活
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G20消費者政策国際会合

テーマ ： デジタル時代における消費者政策の新たな課題

G20大阪サミットのサイドイベントとして、本年9月、「G20消費者政策国際会合」を
消費者庁と徳島県の共催により開催。G20各国を含む38の国・機関が参加。

＜議長総括（セッション６ デジタル時代における脆弱な消費者の保護 ）＞

・ パネリストから消費者の脆弱性について多角的に報告された。デジタル時代ではスピー
ドが速いことも含め、その特有性によって誰でも脆弱になる可能性があることを共通認識
として持たなければならない。特に脆弱になりやすい人について、子供や高齢者の指摘が
あったが、所得や、状況によって作られた脆弱性に関する指摘もあった。

・ 情報提供のされ方や表示のされ方が誘導されたものでないかということも含め、今まで
になかった新しい課題があることも共通認識と考える。

・ またデータ管理・プライバシーの問題も、脆弱性の問題に伴って出てきていると考える。
オンラインプラットフォームを含めて、新しいビジネスの流れもみながら、消費者の脆弱
性の問題に連携していく必要があると考える。

セッション１：急速な技術革新への政策適応
セッション２：国際連携の強化
セッション３：デジタル時代における製品リコールの効果の向上
セッション４：紛争解決と被害救済への新技術の活用
セッション５：持続可能な開発目標達成における消費者行政担当部局

の役割
セッション６：デジタル時代における脆弱な消費者の保護
徳島セッション：若年者（未成年者）に対する消費者教育の推進
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2025年までに世界を変える12の破壊的技術

12のうち6つの技術が、

ICT・デジタルがキーテクノロジー

モバイル
インターネット

知的労働自動化

IoT

クラウド技術

先端
ロボティックス

ADAS/自動運転

次世代ゲノム
解析

エナジー
ストレージ

3Dプリンティング

先端材料

シェールオイル
ガス採掘

再生可能
エネルギー

出典：May 2013 McKinsey, Disruptive technologies: 
Advances that will transform life, business, 
and the global economy
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第５世代移動通信システム(5G)

膨大な数の
センサー・端末

スマートメータ―

カメラ

２Ｇ ３Ｇ ４Ｇ

低遅延

同時接続

移動体無線技術の
高速・大容量化路線

超高速
現在の移動通信システムより
100倍速いブロードバンドサー
ビスを提供

多数同時接続
スマホ、PCをはじめ、身の回り
のあらゆる機器がネットに接続

超低遅延
利用者が遅延（タイムラグ）を
意識することなく、リアルタイム
に遠隔地のロボット等を操作・
制御

5G

＜5Gの主要性能＞ 超高速

超低遅延

多数同時接続

社
会
的
な
イ
ン
パ
ク
ト
大

最高伝送速度 10Gbps （現行LTEの100倍）

1ミリ秒程度の遅延 （現行LTEの1/10）

100万台/km²の接続機器数 （現行LTEの100倍）

⇒ ２時間の映画を３秒でダウンロード

⇒ロボット等の精緻な操作をリアルタイム通信で実現

⇒自宅部屋内の約100個の端末・センサーがネットに接続
（現行技術では、スマホ、PCなど数個）

ロボットを遠隔制御

5Gは、AI/IoT時代のICT基盤

出典：総務省作成資料
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ＡＩ等が実現するデジタル社会

出典：総務省広報誌12月号（第228号）を消費者庁で一部加工



7

２．デジタル・プラットフォームの台頭
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デジタル時代の商取引B
事業者

（販売業者）

・２面市場をつなぐことにより、ネットワーク効果で市場参加者が飛躍的に拡大。

（B to C を中心とした電子商取引市場の急拡大。トラブルも増加）。

・国際的なクロスボーダー取引も急増。

・プラットフォーム上での消費者行動の情報が蓄積・分析され、消費者に対し、

双方向の広告提示や誘引が可能。

・消費者も売主として、市場に手軽に参加できる（C to C 取引の拡大）。

・匿名での取引もしやすい。

B
事業者

（販売業者）

出店 検索

C
消費者

（購入者）

C
消費者

（購入者）

C
消費者

（購入者）
C

消費者
（販売者）

プラットフォーム企業
（事業者）

・
・

出店 検索

・
・

取引のマッチング・
決済機能



9

デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引の増加

クラウド、ビッグデータ等を背景に、売主と買主をマッチングさせ、消費者取引の場を提供するデジ

タル・プラットフォーム企業が介在する取引、さらに、売主が個人であるＣ２Ｃの市場規模も拡大。

BtoC-ECの市場規模及びEC化率の経年変化

出典：経済産業省「平成30年度我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）報告書」（2019年5月）

フリマアプリの推定市場規模（単位：億円）

ネットオークションの推定市場規模
（単位：億円）
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この1年間のプラットフォームサービス等による売買状況

プラットフォームサービスの利用状況

 この1年間に68.6%が「オンラインショッピングモール、オンラインマーケットプレイスでの購入」、29.0%が「旅行

予約サービスでの予約」、17.1%が「フリマアプリでの購入」、14.8%が「ネットオークションでの購入」、7.2%が

「アプリマーケットでのアプリ等の購入」をしている。

販売事業者独

自のサイト（自

社サイト）での

購入

オンライン

ショッピング

モール、オンラ

インマーケット

プレイスでの購

入

ネットオークショ

ンでの購入

ネットオークショ

ンでの販売

フリマアプリで

の購入

フリマアプリで

の販売

アプリマーケッ

トでのアプリ等

の購入

旅行予約サー

ビスでの予約

上記に該当す

る取引はしてい

ない

全体（n=759) 26.0% 68.6% 14.8% 7.4% 17.1% 13.4% 7.2% 29.0% 22.1%

20代(n=158) 24.7% 65.2% 12.0% 7.6% 28.5% 25.9% 16.5% 29.1% 22.2%

30代(n=152) 32.2% 68.4% 13.2% 4.6% 22.4% 19.7% 10.5% 27.0% 19.7%

40代(n=143) 29.4% 73.4% 16.1% 8.4% 18.2% 11.9% 4.9% 30.8% 18.9%

50代(n=150) 23.3% 70.7% 20.7% 11.3% 11.3% 5.3% 2.0% 27.3% 23.3%

60代(n=156) 20.5% 66.0% 12.2% 5.1% 5.1% 3.8% 1.9% 30.8% 26.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

出典：第33回インターネット消費者取引連絡会 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング資料
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プラットフォームサービスを利用する時の確認状況

 「オンラインショッピングモール」では「支払方法、支払手数料」「商品・サービスの評価・レビュー」を確認している者が多い一方、

「取引相手の評価・レビュー」を確認している者は38.8%にとどまる。「フリマアプリ」「ネットオークション」では、「取引相手の評

価・レビュー」、「取引相手の名称・氏名、連絡先等」を確認している者が多い。

 「利用規約」「個人情報や利用履歴等の取扱いの規定」を確認している者は1割前後と低くなっている。

取引相

手（出店

者・出品

者）の名

称・氏

名、連絡

先等

プラット

フォーム

サービス

の運営

事業者

の名称、

連絡先

等

取引相

手（出店

者・出品

者）の評

価・レ

ビュー

商品・

サービス

の評価・

レビュー

支払方

法、支払

手数料

返品・返

金条件

FAQ、よ

くある質

問等

利用規

約

個人情

報や利

用履歴

等の取

扱いの

規定

どの項

目も確認

していな

い

オンラインショッピングモール(n=492) 44.3% 24.0% 38.8% 67.5% 75.0% 25.8% 15.7% 9.6% 10.2% 10.0%

フリマアプリ(n=122) 50.0% 18.9% 58.2% 46.7% 61.5% 23.0% 18.9% 11.5% 10.7% 9.0%

ネットオークション(n=106) 66.0% 25.5% 71.7% 55.7% 68.9% 21.7% 13.2% 13.2% 11.3% 6.6%

アプリマーケット(n=50) 24.0% 20.0% 30.0% 58.0% 52.0% 14.0% 6.0% 10.0% 6.0% 10.0%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%

プラットフォームサービスを利用するときに確認している項目（複数回答）

出典：第33回インターネット消費者取引連絡会 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング資料を消費者庁で一部編集

プラットフォームサービスを利用するときに「支払方法、支払手数料」「商品・サービスの評
価・レビュー」を確認している者は半数前後。
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 オンラインショッピングモールについて商品や取引相手の評価・レビューを「参考にしている」という者の比率は、若い年

代ほど高い。

 オンラインショッピングモールの商品や取引相手の評価・レビューについて「妥当である」という者の比率は20代が最も

高く、60代が最も低くなっている。

プラットフォームサービスの評価・レビュー

オンラインショッピングモール：
商品や取引相手の評価・レビューの参考状況（年代別）

オンラインショッピングモール：
商品や取引相手の評価・レビューの妥当性評価（年代別）

53.2%

47.4%

38.4%

33.7%

21.8%

43.6%

39.2%

54.5%

51.5%

65.3%

2.1%

7.2%

5.1%

12.9%

10.9%

1.1%

6.2%

2.0%

2.0%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代(n=94)

30代(n=97)

40代(n=99)

50代(n=101)

60代(n=101)

参考にしている どちらかというと参考にしている

どちらかというと参考にしていない 参考にしていない

29.0%

15.4%

13.4%

16.2%

9.1%

62.4%

76.9%

78.4%

77.8%

78.8%

6.5%

7.7%

7.2%

6.1%

12.1%

2.2%

0.0%

1.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代(n=93)

30代(n=91)

40代(n=97)

50代(n=99)

60代(n=99)

妥当である どちらかというと妥当である どちらかというと妥当ではない 妥当ではない

出典：第33回インターネット消費者取引連絡会 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング資料を消費者庁で一部編集
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プラットフォームサービスの自主的取組の認知度

 プラットフォームサービスによっては、取引の安全性を高めるために、自主的な取組みをしていることがある

ことについて知っていた消費者は64.2%。

 自主的な取組みのうち知られていたことが多いものは、「取扱禁止商品や禁止行為等を定めた規約・ルー

ル・ガイドライン等の制定」「出店審査」「匿名配送」。

取扱禁止商

品や禁止行

為等を定め

た規約・

ルール・ガイ

ドライン等の

制定

出店審査 匿名配送
補償サービ

ス

トラブル発生

時等におけ

るカスタマー

サポート

取扱禁止商

品、不適切

な表示や広

告、コメント

等に関する

監視、調査

商品・アプリ

等の審査・

確認

規約・ルー

ル・ガイドラ

イン等への

違反行為を

行った者へ

のペナル

ティ、アカウ

ント停止等

取扱禁止商

品や禁止行

為等の通報

機能の提供

エスクロー

サービス

20代（n=77) 59.7% 39.0% 40.3% 36.4% 26.0% 46.8% 41.6% 37.7% 28.6% 18.2%

30代(n=59) 64.4% 35.6% 45.8% 40.7% 37.3% 37.3% 44.1% 40.7% 33.9% 25.4%

40代(n=72) 63.9% 47.2% 44.4% 41.7% 37.5% 27.8% 34.7% 31.9% 20.8% 25.0%

50代(n=63) 58.7% 54.0% 42.9% 33.3% 30.2% 30.2% 22.2% 25.4% 28.6% 25.4%

60代(n=63) 46.0% 52.4% 30.2% 39.7% 54.0% 36.5% 17.5% 25.4% 17.5% 20.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

74.0%

56.7%

69.2%

60.6%

60.6%

64.2%

26.0%

43.3%

30.8%

39.4%

39.4%

35.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20代(n=104)

30代(n=104)

40代(n=104)

50代(n=104)

60代(n=104)

全体(n=520)

自主的な取組みがされていることについて知っていた

自主的な取組みがされていることについて知らなかった

取引の安全性を高めるための
自主的な取組みの認知状況（年代別）

取り組まれていることを知っていたプラットフォームによる自主的な取組み（複数回答）

（注）集計対象は、取引の安全性を高めるための自主的な取組みがされていることについて知っていた者

出典：第33回インターネット消費者取引連絡会 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング資料を消費者庁で一部編集
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デジタル・プラットフォームで消費者トラブルが起きている個別事例



15

消費者に向けた注意喚起（消費者庁の取組事例）
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デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引での消費者の認識

【BtoCの典型例】
・ショッピングモール
【CtoCの典型例】
・フリマ
・インターネットオークション

C
消費者

（購入者）

B
事業者

（販売業者）

C
消費者

（販売者）

プラットフォーム企業
（事業者）

買主の消費者は、デジタル・プラットフォーム企業の看板や対応を信用して
取引に入っているのではないか。

【買主である消費者が認識する取引の相手方】

【デジタル・プラットフォーム企業による
任意の対応例】

・苦情対応
・返品対応、一部補償
・出品のパトロール ほか
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デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引の法的関係

・個人情報等の取得
・取得した個人情報等の利用
（第三者への提供を含む）

・個人情報等の取得
・取得した個人情報等の利用
（第三者への提供を含む）

③利用契約 ②利用契約

【BtoCの典型例】
・ショッピングモール
【CtoCの典型例】
・フリマ
・インターネットオークション

C
消費者

（購入者）

B
事業者

（販売業者）

C
消費者

（販売者）

プラットフォーム企業
（事業者）

①商品・役務の売買契約

【データ】個人情報保護法 【データ】個人情報保護法

【消費者保護】
消費者契約法

特定商取引法 サービス利用が有料の場合

景品表示法

商法（名板貸責任）販売者がBの場合

【消費者契約（BtoCの場合）】
民法・刑法、不正競争防止法
消費者契約法、特定商取引法、景品表示法
【対等当事者間契約（CtoCの場合）】
民法・刑法、不正競争防止法

【消費者保護】
消費者契約法

特定商取引法 サービス利用が有料の場合

（古物営業法）出品者がBの場合

デジタル・プラットフォーム企業での対応の内容や質は、現状は様々。
あっせんの現場でも、当事者間での解決を依頼されることもよくある。

よく見られる利用規約例：
ユーザーの出品等によって、ユーザー及び第三者に生じる損害につき、弊社は一切責任を負わないものとします。
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３．新たなデジタルサービスへの期待と課題
～人工知能（ＡＩ）を中心に～
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人工知能（AI）には何ができるのか
１．ルール及びゴールが明確な作業

１）例えば、ルール及びゴールが明確なこと
（例：囲碁、将棋、チェスなどのボードゲーム）

cf. アルファ碁（AlphaGO）

２．大量のデータを集め、蓄積し処理（比較）すること
１）医療画像データによる診断

（CT、MRI等の画像を元にした癌の検出など）
２）顔認証システム、監視カメラ画像を元にした保安システム
３）製造ラインやプラント等の異常検出システム
４）音声認識・翻訳システム 出典：総務省作成資料
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ＡＩの利活用と課題

 AIは人間・社会に多大な便益を広範にもたらすことが期待される一方で、リスクの抑制も考えてお
くことが必要ではないか？

 イノベーション促進を図りつつ、AIの適正な利活用を図るとすれば、どのような手法が有効なのか？

便益の例 リスクの例
高齢者や過疎地などで公共交通機関の利用が困難な者が、
自動運転車を使うと、病院への通院や買い物などに出掛け
易くなる。

外部からの攻撃等による不正操作や制御喪失により、事故
が発生するおそれがある。

過去の症例を参考に、AIが患者の病名を推定するとともに、
適切な処置方法を提示する。

AIが不適切な推定を行ったり、不適切な処置方法を提示し
たりすることより、医療過誤が生ずるおそれがある。

道路や橋などに設置されたセンサーや衛星写真から得られる
情報等から、AIが異常検知や故障予測を行う。異常を検知
した場合には、ロボットが自動的に点検・修理を行う。

AIが異常を見逃すこと等により、道路の陥没や橋の崩落など
事故が発生するおそれがある。

出典：総務省作成資料
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AI利活用原則（AI利活用ガイドライン）

AIサービスプロバイダやビジネス利用者等が自主的に
参照するものとして、また国際的な認識の共有を図る
ものとして総務省で取りまとめ

出典：総務省広報誌12月号（第228号）を消費者庁で一部加工
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ＡＩ利活用ガイドラインにおける消費者

ＡＩ利活用ガイドラインとは
AIの利活用や社会実装を促進することを目的とし、AIサービスプロバイダやビジネス

利用者等が自主的に参照するものとして、また国際的な認識の共有を図るものとして、
AI利活用原則を実現するための具体的方策について取りまとめ

・AIサービスプロバイダ、ビジネス利用者及びデータ提供者に対する留意事項を中心に整理
・参考として消費者的利用者に対する留意事項を記載

例えば…
【適正利用】AIの長所・短所について理解し、AIを不正利用する者の存在を認識すること

AIの利用により生じた被害に応じて関係者と協力すること
【適正学習】AIが不適切なデータ等を学習することにより、AIのセキュリティに脆弱性が生じることに

留意すること
【連携】他のAIと連携することにより、制御不能になる等リスクが増幅される可能性がある

ことに留意すること
【安全】AIが人の生命・身体・財産に危害を及ぼすことに配慮すること
【セキュリティ】AIのセキュリティ対策を行い、セキュリティが侵害された場合に

講じるべき措置について留意すること
【プライバシー】第三者のプライバシーを尊重すること

むやみに秘匿性の高い情報をAIに与えないこと
【尊厳・自律】AIに過度に依存するリスクを認識すること

AIが自律性に影響を及ぼす可能性が生じうることに留意すること
【公平性】AIの判断結果に疑義を感じた場合には問い合わせを行うこと
【アカウンタビリティ】それぞれの知識等に応じて相応のアカウンタビリティを果たすように努めること

「留意、配慮…」
と言われても…

抽象的でわからない

実際、何が問題？
何をすればいいの？

消費者に伝わらない！
↓

消費者向けのガイドラインが必要

消費者の位置づけ
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デジタル時代の消費者のぜい弱性

 売り手が誤解を招く広告や不適切な参照価格設定、期間限定オファーなど、オンラインで不公平な取引を持ちかけ

ることにより、消費者がぜい弱になるおそれがある。

 企業がデータを収集し、消費者プロファイリングに基づいてオファーや価格をパーソナライズできる場合、すべての

消費者が潜在的に「デジタル市場操作」に対してぜい弱になる可能性がある。

デジタル技術がもたらす消費者のぜい弱性は従来のものと異なり、すべての消費者
がぜい弱になる可能性がある。
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デジタル時代の消費者のぜい弱性②

 IoT及びAIテクノロジーを組み込んだ製品など、デジタル製品の複雑さが消費者のぜい弱性をもたらすおそれがある。

 子供や若者、高齢者は、判断力または理解力の欠如により、オンライン時に特に脆弱になる可能性がある。デジタル

環境へのアクセスや経験の少ない消費者も脆弱になる可能性がある。例えばデータを収集・使用するオンラインサー

ビスの利用経験の欠如、プライバシーに関する通知や管理の煩雑さにより、消費者はオンラインプライバシーに関す

るリスクに対してぜい弱になる。
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デジタル時代の消費者のぜい弱性③

 小さな画面を介して外出先で行われることが多いモバイル決済およびアプリ内取引など、デジタル取引の形態によっ

ても、不十分な認証手続と相まってぜい弱になり得る。

出典：令和元年版 消費者白書
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①デジタルプラットフォーム企業が介
在する消費者取引における環境整備
等に関する検討会

取引の場の提供者としての役割や
消費者に対する情報提供の在り方
を議論

②消費者のデジタル化への対応に関
する検討会

プラットフォームの台頭その他の
デジタル化が消費生活にもたらす
変化に消費者はどう向き合えばよ
いかを議論

デジタル

●消費者契約に関する検討会
（令和元年12月～）

特定商取引法等の
制度的な検討とも連携

デジタル分野の議論に
ついては相互に連携

デジタル
＋

従来からの
消費者問題

消費者庁における検討の全体像
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